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１．はじめに 

 工事書類の受発注者間のやり取りについては、こ

れまでインターネットを介したメール等により電子

データの授受は実施しているものの、押印した印刷

物による対面提出を基本としていた。印刷物の共有

は、場所と時間の制約や、移動コスト等の課題があ

り、業務の効率化、働き方改革、新型コロナウイル

ス感染症対策としての対面規制や押印原則の見直し

などの取組みが行われる中、受発注者間の工事書類

の共有を効率的に実施するための情報共有システム

の構築が求められた。本稿では、航空局管内工事に

活用するために構築した「空港版工事帳票管理シス

テム」の概要について、紹介する。 

図 システムイメージ 

２．システム概要 

本システムの機能要件は、国土交通省「土木工事

等の情報共有システム活用ガイドライン」に基づき、

稼働実績のある港湾版工事帳票管理システムを参考

とし、利用者の操作性や、サポートコストなどの運

用面を考慮して、帳票ワークフロー機能に重点を置

いた機能構成としている（表）。 

本システムは、クラウド・バイ・デフォルト原則

に基づき、システムのコスト縮減及び構築期間の短

縮を図るため、ネットワーク及びサーバはクラウド

サービスを利用している。なお、クラウドサービス

の選定にあたっては「政府情報システムのためのセ

キュリティ評価制度(ISMAP)」登録サービスから選定

する必要があることに留意して、多種多様なクラウ

ドサービスの中から特徴や利点、最低限必要となる

項目を整理し、サービスの品質を確認した上で、

ISMAPクラウドサービスリストから選定している。 

表 システムの機能一覧 

 

３．おわりに 

本システムの構築にあたっては、クラウドサービ

スの利点である「効率性」「柔軟性」を活かし、シ

ステムのプロトタイプを一時的に構築して、確認後

破棄するといった利用を行い、低コストで効率的な

新規開発プロセスを実践することができた。クラウ

ドサービスの利用によって、よりセキュアなシステ

ム運用が可能となったが、今後も継続して安全なク

ラウド運用を実施するため、クラウドサービス事業

者から発信される最新の情報を収集し、適切に対応

することとしている。 
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１．はじめに 

2050年カーボンニュートラル化を実現するために

は、住宅・建築物の更なる省エネルギー化が必要で

ある。住宅・建築物の省エネルギー化を達成するた

めには、その実態を的確に把握してより効果的な施

策を講じることが重要であるが、特に非住宅建築物

については、外皮・設備設計仕様の実態を用途や規

模毎に調査した事例が乏しく、用途等の特性を踏ま

えた有効な施策検討が難しい。 

この課題を解消するために、国総研では省エネ基

準の適合性判定プログラム（Webプログラム）の入出

力データをプログラム利用者の許諾のもとで収集し、

非住宅建築物の設計仕様の実態解明を試みている1)。

本報では、2018年度の省エネ基準申請データ（計

14,802件分）のうち、新築事務所ビル（計1,731件分）

を対象として分析を行った結果の概要を示す2)。 

 

２．省エネ基準の評価指標によるグループ分け 

 モデル建物法（簡易評価ルート）による一次エネ

ルギー消費性能評価結果（BEIm）の分布を図-1に示

す。BEIm は設計一次エネルギー消費量（設計仕様に

基づき計算したエネルギー消費量）を基準一次エネ

ルギー消費量で除した値であり、BEImが1以下であれ

ば基準適合となる。図-1より、BEIm=0.55、0.65、0.85

を境に大きな件数の差があることが分かる。よって、

BEImに基づき図-1に示す5つのグループ（Group I、

II、III、IV、V）に分けて分析をすることとする。

また、Group Iについては太陽光発電設備の有無で傾

向が大きく異なるため、Group Iのうち太陽光発電設

備がない物件（計35件）をGroup I-npvとして抽出し、

Group I全体の結果とは別に分けて示す。 

 

３．外皮設計仕様の分析 

グループ別の外皮仕様の分析事例として、窓面積

率（窓面積を外皮面積で除した値）及び外壁の熱貫

流率（単位はW/m2K。小さいほど断熱性能が高い）の分

析結果を図-2、図-3に示す（図中の△は平均値を示

す）。窓面積率（図-2）について、グループ毎に大き

な差はみられないものの、BEImが小さいグループは窓

面積率が僅かに小さい傾向がある。Group Iの平均値は

0.159、Group IIは0.176であり、全グループの平均値

は0.191である。外壁の熱貫流率（図-2）はグループ

毎に差があり、Group Iの中央値は0.52W/m2K、Group 

IIは0.61W/m2K、Group IIIは0.66W/m2K、Group IVは

0.74W/m2K、Group Vは0.84W/m2Kである。 

 

４．設備設計仕様の分析 

グループ別の設備仕様の分析事例として、空調冷

熱源機器の床面積あたりの定格能力及び照明設備の

床面積あたりの消費電力の分析結果を図-4、図-5に

示す。冷熱源機器の定格能力（図-4）は、Group Iと

IIの平均値はほぼ同じで約182W/m2であり、Group 

IIIは232.6W/m2、Group IVは286.8W/m2、Group Vは
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311.6 W/m2と順に大きくなる。照明器具の定格消費

電力（図-5）は、Group IとIIがほぼ同じで約5.9 W/m2、

Group IIIは7.48 W/m2、Group IVは10.30 W/m2、Group 

Vは11.94 W/m2と順に大きくなる。 

 

５．グループ別の標準的な設計仕様 

データ分析結果から得られた知見を踏まえ、グル

ープ別の標準的な設計仕様を明らかにした結果を表

に示す。省エネ基準申請データを活用することで、

これまでは不明であった我が国全体の標準的な設計

仕様を定量的に示すことが出来た。 

 

６．まとめ 

現在、脱炭素社会の実現に向けて省エネ基準の強

化に関する議論がなされているが、本成果を活用す

れば、例えば、Group IVレベルからGroup IIレベル

まで上げるためは「外壁の熱貫流率を0.75W/m2Kから

0.60W/m2Kに向上させる」、「照明の消費電力を11W/m2

から6W/m2まで下げる」等、何をしなければいけない

かが明確になる。国や自治体が補助金制度や設計指

針等を立案する際や、建築主や設計者が設計目標を

立てる際に役立つことが期待される。 
 

☞詳細情報はこちら 

1) 国総研資料 No.1107、No.1143 
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巻, 第777号, pp.859-869, 2020.11 

表 標準的な外皮・設備設計仕様（新築事務所ビル） 

 

図-4 空調冷熱源機器の定格能力 

 

図-5 照明器具の定格消費電力 

 

図-2 窓面積率 

 

図-3 外壁の熱貫流率 
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